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1.1 研究の背景  
 





の解を導き具現化してきた． 1 ) , 2 )  













な島国でありながら， Table1.1.1， Fig.1.1.1， Fig1.1.2 に示すように複雑で変化
の激しい歴史と，多種の岩石と地層が多様に変質・変形し複雑な構造を有してい























Fig.1.1.2 わが国の地質 8 )  
 












トンネルの供用年代の構成は，Fig.1.1.4 に示すように 52%が 1970 年以前に建
設され老朽化が顕著である．（Fig.1.1.5 参照）また，Table1.1.2 に示す昭和 10
年（ 1935 年）内務省土木局長通達の道路構造令が昭和 33 年（ 1958 年）の改定ま
で適用されていたことで，全体の 30.8%（Fig.1.1.4）が狭小断面で建設されてい
る．一方，わが国の交通需要は増加の一途を辿り，自動車保有台数は Fig.1.1.6











































































































































Table1.1.2 昭和 10 年（1935 年）通達の道路構造令におけるトンネルの有効幅員と
有効高さ 1 3 )  
有効幅員  有効高さ  
道 路 の 種 類 
甲  乙  甲  乙  
国 道 7 .5 米  6 .0 米  
指 定 府 県 道 6 .0 米  5 .5 米  
其の他の府県道  5 .5 米  4 .5 米  




































既往研究より 1 5 ) , 1 6 ) , 1 7 ) , 1 8 )，トンネルは掘削によりその周辺地山にゆるみ，破壊，
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1.2 研究の概要および本論文の構成  
 
 本論文は， 8 章より構成されており，その概要は以下のとおりである．  
 第 1 章は序論であり，本研究の目的と構成について記述している．  
 第 2 章は，EDZ の形成やトンネル拡幅時の挙動，土壌汚染対策に関する既往研
究をレビューし，本研究の位置付けを述べている．トンネル拡幅に関する既往研
究として，交通供用下の施工に関する研究 1 9 )～ 2 6 )，先進導坑拡幅掘削に関する研
究 2 7 ) , 2 8 )，35 年前に建設されたトンネルの拡幅事例での EDZ の推定法，変形挙動
に関する研究 2 9 ) , 3 0 ) , 3 5 )～ 3 9 )を概観し，本研究との相違点を示す．また，土壌汚染対
策と産業廃棄物の処理については，既往研究 3 1 )～ 3 4 ) , 4 1 )の知見の本研究に関する応
用を示している．  
 第 3 章は，研究対象としたトンネルの構造諸元，拡幅計画の概要，地質構造に
ついて述べている．  




り周辺地山の現状評価を行い，既往研究 1 5 )～ 1 8 )に基づく知見より EDZ 定義付けと
EDZ 形成の起源に着目して EDZ の推定法の提案を行なっている．提案した手法に
基づく推定を行い， EDZ と非損傷領域 IZ(Intact Zone)との物性値の変化を示す．  
 第 5 章は，第 4 章で記述した EDZ の推定に関する検証について述べる．第 4 章
の推定結果を切羽写真にプロットし，ボーリングコア， RQD，切羽観察結果と相
関させ検証を行なっている．  
 第 6 章は，トンネル拡幅により EDZ を掘削した場合の岩盤挙動について述べる．
既設トンネルと拡幅掘削時の変位状況，および近傍の新設トンネルの変位状況を
それぞれ対比させ，拡幅掘削時の岩盤挙動についてその特徴を示す．既往研究
2 9 ) , 3 0 )の知見と拡幅施工時の計測結果に基づき既設トンネル周辺地山の特性に関
する考察を示し，支保構造の提案を行なう．  
 第 7 章は，第 4 章，第 5 章，第 6 章で得た知見に基づく拡幅トンネルの設計法























































報告されている 2 7 ) , 2 8 )．  
トンネル掘削によりその周辺地山に EDZ が形成されることは前述したが，領域
の推定や測定方法については，粒状要素法 3 5 )，ひずみ依存構成式 3 6 )，応力の再配
分に伴う岩盤内の微小ひずみ変化 3 7 )，弾性波速度 3 8 )，亀裂観察 3 9 )に着目した研
究事例が報告されている．  
地山挙動については，有限要素法を用いた拡幅掘削時の数値解析と施工時の計
測結果を対比させ，その挙動の説明を試みた事例が報告されている 2 4 ) , 2 5 )．また，
領域の推定より掘削部の EDZ の有無を区分し， EDZ 部と非 EDZ 部との地山挙動
の相違を説明した最新の研究報告 2 9 ) , 3 0 )については本研究との相関性から注目す
べき点が多い．  
一方，堆積岩の地山ではトンネル掘削により重金属等の土壌汚染物質を含む掘
削ずりが発生し，環境への影響が報告されている 4 0 )．重金属等による土壌汚染対
策については，セメントを用いた固化・不溶化処理に関する研究事例が報告され
3 1 )～ 3 3 )，山岳トンネルの標準工法の NATM では吹付けコンクリートの跳ね返りで
飛散するコンクリート殻が余剰材として発生することが報告されている 4 1 )．また，
拡幅トンネルでは既設覆工の撤去により大量のコンクリート殻等が発生する．こ
れらは全て産業廃棄物として取り扱われるため，その処理が社会的な問題となっ
ている．吹付けコンクリートの余剰材については，澤田 3 4 )が再生セメント材とし
て研究した事例も報告されている．  
以上から，この余剰材やコンクリート殻を固化・不溶化処理に関する研究事例


















 これに対して，落河ら 2 4 )や小林ら 2 5 )は，拡幅施工時の交通供用の安全性の観点
から，既設覆工や周辺地山に与える影響について有限要素法を用いた数値解析を
行なっている．  
落河ら 2 4 )は，活線拡幅時における最適な施工ステップとして変形挙動が最小と
なる施工工程をひずみ軟化モデルと完全弾塑性モデル別に解析を行なっている．
しかし，両者では塑性領域や内空変位，および応力状態に乖離が見られ実施レベ











2.3 先進導坑拡幅掘削に関する研究  
 
 高橋ら 2 7 )は，地圧が地山の強度を越えることで大変形が発生するスクィージィ






 Table2.3.1 は，高橋ら 2 7 )が報告した 1990 年以降の先進導坑拡幅掘削の実績で
ある．全ての事例において切羽安定効果や変位抑制効果の知見を報告している．







 菊池ら 2 8 )は，新第三紀中新世の泥岩主体の地山に建設された第二東名高速道路












2.4 EDZ の推定法に関する研究  
 
 北田ら 2 9 ) , 3 0 )は，古生代の比較的硬質な砂岩と砂岩・頁岩のメランジェ層の堆積
岩に建設され，35 年を経過したトンネルの拡幅工事の中で既設トンネル周辺地山
の EDZ を推定するため，既設トンネル内空よりボーリング調査を実施し，そのボ





EDZ では弾性係数が 10～ 500MPa の範囲内に分布し，その低下について言及して
いる．孔内速度検層からは，深度毎の地山の弾性波速度を求め，既設覆工側の深
度において低下が認められ，この速度低下の閾と考えられる既設覆工より 3～ 5m
を EDZ 界と推定している．また，真空透気試験 4 2 ) , 4 3 )を行い岩盤亀裂の開口状態
に支配される透気係数を求め，弾性係数や弾性波速度による推定の確認を行なっ
ている．  







近藤ら 3 6 )は，進展性割れ目理論を用いて EDZ の二次元解析を行なっている．
トンネル周囲に起こる剛性の変化に着目し，剛性の対角項の総和の減少率を EDZ
の量的な指標とした．減少率が大きいほど剛性変化が大きく，ひずみを表すと考
え，トンネル周囲の EDZ の分布を推定している．  
鈴木ら 3 5 )，近藤ら 3 6 )の研究は，あくまでも数値解析の領域に留まっており実デ
ータとの対比や実験的等の検証を経ていない．  
 石田ら 3 7 )は，空洞掘削時の岩盤挙動，特に空洞接線方向の圧縮応力の増大に起
因する岩盤挙動を把握する手法を開発するため，応力再配分に伴う岩盤内の微小





 平田ら 3 8 )は，トンネル掘進時の周囲岩盤の挙動を調査する目的で岩盤内の弾性
波速度の変化を測定した．対象地山は凝灰質の堆積岩である．測定深度 1m 付近

















2.5 変形挙動に関する研究  
 
 塚本ら 3 9 )は， TBM で施工した導坑と発破により拡幅した本坑の周辺岩盤につ
いて亀裂性状の画像計測を行なった．TBM 導坑を施工完了した時点で調査孔を設














2.6 土壌汚染対策と産業廃棄物の処理に関する研究  
 
近年，土壌汚染問題や地下水汚染問題が顕在化している．平成 15 年 2 月の土壌
汚染対策法の施行により，建設発生土について規制が行われ対策が求められてき
た．さらに昨年同法の改正法が施行され，規制の強化が図られた状況にある．  
細川ら 4 0 )や北海道留萌振興局 4 4 )は，新第三紀の地質におけるトンネル工事で自
然的原因に基づく重金属の溶出を報告している．これらは，前述の土壌汚染対策
法より適切な処理が求められる．処理法については，多様な方法が選択されるが，
その中にあって固化・不溶化工法については，大山ら 3 1 )，上岡ら 3 2 )，保賀ら 3 3 )
がセメントを用いた固化・不溶化処理に関する基礎的な研究を行っており，その
有効性について言及している．  




材料を本研究ではリバウンド材 (Rebound)と呼称するが，澤田 3 4 )は，リバウンド
材を再生セメント材として活用する可能性について言及している．  




2.7 まとめ  
 
 既往の研究をレビューした結果を示す．  
 


































































人造石油第 2 工場に輸送する目的で 1940 年～ 1941 年（昭和 15 年～昭和 16 年）
に建設した天塩炭礦鉄道の第 1 トンネルである．その後，採炭と鉄道事業を天塩










(b)対象トンネルの拡大位置図 4 5 )  












トンネルである．Fig.3.1.2 に示すように幅 B=4.4m，高さ H=4.7m，上半仕上り半
径 R 1=2.2m，下半仕上り半径 R 2=6.9m，内空面積 A=17.8m2 の内空諸元を有する馬
蹄形状を呈している．Fig.3.1.3 に示すように延長は L=475.78m である．支保構造




Fig.3.1.2 既設トンネル断面図  
 
Fig.3.1.3 既設トンネルの平面図と縦断面図  
第 3 章　対象トンネルの概要
- 22 -
 1967 年（昭和 42 年）の鉄道廃線後，既設トンネルは天塩炭礦鉄道株式会社の
管理下に置かれたが，旧線路敷地を利用した道路整備計画が策定され 1984 年（昭
和 59 年）の道路認定を受けて所有権が北海道に譲渡された．  
 
3.2 地形および地質概要  
 










標高 350m 以下の稜線  












既設トンネルの中央部に NNW～ SSE に標高 120～ 130m の尾根がのびるが，既
設トンネルが位置する地点では NNE に湾曲し， SSE 側で急激に標高が上昇する． 
既設トンネル位置周辺の地形は，  Fig.3.1.3 に示すように SP200 付近に山頂を
持つ山体である．なお，SP(Sta t ion Point)は，トンネル軸方向の位置を示し，留萌
側坑口を基点とした場合の追加距離で表される（ Exp.SP100:留萌側坑口から 100m









3.2.2 地質概要  






に分布し，細粒砂岩 (Fine  gra in  sandstone  :  Fs)，中粒砂岩 (Middle  gra in sandstone :  
Ms)，砂岩泥岩互層 (Alternate  :  Al t )，泥岩 (Mudstone :  Md)の 4 種類に分類され，地
表ではこれらの岩盤を軟質な未固結土砂が被服している．これらは，斜面では崖
錘堆積物 (Talus :  d t)，沢の流域では現河床堆積物 (River deposi ts  :  rd)に区分される． 
岩相はいずれも固結度が低く，留萌側から小平側に向かい泥質傾向が顕著とな
る．層序関係は，留萌側が下位で小平側に向かい上位の地質が分布していると考










破砕帯 (F-1～ F8)が分布している．  
 Table3.2.1 に各層の特徴を示す．  
 
Table3.2.1 各層の特徴  
地  質  特  徴  
崖錘堆積物  
(d t)  
・ 斜面に分布する未固結の崩積土砂．  
・ 難質な砂混りシルトないしルーズなシルト混り砂．  
・ 不均質である．  
現河床堆積物
( rd )  
・ 沢流域に分布．  
・ 砂分を混入する極難質な有機質シルトや粘土．  
細粒砂岩  
(Fs)  
・ 塊状でやや泥質である．  
・ 蜜実で比較的固結度も良好である．  
粗粒砂岩  
(Ms)  
・ 塊状で泥質である．  
・ 様相は Fs に類似するが固結度が低く軟質である．  
砂岩泥岩互層
(Al t )  
・ 細粒砂岩と泥岩が細かい葉理状～互層状に堆積したもの．  
・ 泥岩が優勢である．  
・ 固結度は高いが葉理や層理に沿って劈開しやすい．  
・ 粘土鉱物を含有し膨潤性を有する．  
泥岩  
(Md)  
・ 塊状で均質．  
・ 固結度は高い．  
・ 粘土鉱物を含有し膨潤性を有する．  
 
 留萌側では主に Fs で構成され，トンネル中心部では Md と Ms が主体となり，







 以上に基づく既設トンネル箇所の地質図を Fig.3.2.2 に示す．  
 
 
Fig.3.2.2 既設トンネル箇所の地質  
 


















3.3 拡幅計画の概要  
 
トンネルの拡幅計画は，既設トンネルを 2 車線の道路に拡幅するものである．
内空諸元は，内空幅 B=8.4m，内空高 H=6.8m，上半仕上り半径 R1=4.2m，下半仕
上り半径 R 2=6.3m，インバート仕上り半径 R3=12.6m，内空面積 A=45.1m2 である．
既 設 ト ン ネ ル に 対 し て 2m 程 度 の 拡 幅 量 と な り ， 拡 幅 後 の ト ン ネ ル 延 長 は
L=480.5m とな る ． 掘 削工 法 は ， 山 岳ト ン ネル の 標 準 工 法と し て定 着 し て い る

















Table3.3.1(a) 標準支保パターン  
 
 




















































































定した値である．また，表中に示す SP(Sta t ion Point)は，留萌側坑口からの追加距
離 (m)である．なお，下式，および Table3.3.2 において σ c：圧縮強度，σ t：引張強
度，N：N 値， E：変形係数， ν：ポアソン比を示す．  
 
① 5 0 )  
)(
2






 ② 5 0 )   
327.02.15 NC    3.29log10.5 N  (Fs， Ms に摘要 )  
606.02.16 NC     3.19log888.0 N  (Md，Alt に摘要 )  

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































3.4 まとめ  
 
 本章で述べた対象トンネルの概要を以下にまとめる．  
 
①  対象トンネルは，旧天塩炭礦鉄道の第一トンネルで，建設は約 70 年前の 1940
年から 1941 年（昭和 15 年から昭和 16 年）で， 1967 年（昭和 42 年）まで供
用された．  
②  既設トンネルは，在来工法で削岩機を用いた人力掘削で建設されており，支保
は，木製矢板を厚さ 0.30m の無筋コンクリートで覆った構造を呈する．  
③  既設トンネルの寸法諸元は，内空幅 B=4.4m，内空高 H=4.7m，内空面積 A=17.8m2，
延長 L=475.78m である．  




る構成は，細粒砂岩 (Fine gra in sandstone :  Fs )，中粒砂岩 (Middle gra in sandstone :  
Ms)，砂岩泥岩互層 (Alternate  :  Al t )，泥岩 (Mudstone :  Md)の 4 種類である．ま
た，山頂部より小平側には， F-1～ F-8 の断層，破砕帯が分布している．  
⑥  拡幅計画は，NATM(New Austr ian  Tunnel l ing  Method)により，内空幅 B=8.4m，
内空高 H=6.8m，内空面積 A=45.1m2，延長 L=480.50m に拡幅，延伸するもので，










































よび地質縦断との相関図を Fig.4.1.1 に示す．  
 
 











4.1.1 留萌側坑口から SP40 までの区間  




される土かぶりは，過去の実績より 1～ 2D（D は掘削幅）の範囲である 5 2 )． 本
トンネルの場合，該当区間における最大土かぶりが 20m 程度を呈しており，掘削
幅が 5m（内空幅 B=4.4m，覆工厚 t=0.3×2=0.6m）と推定されるため，現象から判










る． 4.1.1 式より覆工コンクリートの強度 σc を覆工コンクリートの半径 R=6.90m





tP0  ・・・・・ (4.1.1) 
 
ここで，P 0 は覆工コンクリートに作用する外圧 (N/mm2 )，σ は覆工コンクリートの
強度 (N/mm2 )， t は覆工コンクリートの厚さ (mm)： t=300mm， R は覆工コンクリー
トの半径 (mm)： R=6,900mm である．  
覆工コンクリートに作用した外圧は， P 0=1,404kN/m2 となる．地山の単位体積
重量が別途調査より γ t=21kN/m3 であるため，覆工に作用した応力度は土かぶり厚
に換算すると約 66m 相当となる．当該区間の最大土かぶりが d=20m であるため，
覆工に作用する最大鉛直土圧は， Pv=20m×21kN/m3 =420kN/m2 である．したがっ
て当該区間に作用した外圧（主に側圧）は，最大鉛直土圧を上回るものであると
考えられ，側圧係数に換算すると k h=3.3 相当となる．  
 











Photo4.1.2 既設トンネル SP8.5 左側の状況  
 
斜め方向クラック























Photo4.1.5 既設トンネル SP40.5 右側の状況  
 
4.1.2 SP40 から F1 断層（SP250）までの区間  





りに比例して増加し，最大土かぶりとなる SP200 で区間内の最大値 419mm を記
録する．また，当該区間は，Fig.4.1.2 に示すように前区間を構成していた Fs 層
から Fs 層の上位に堆積する Md 層，Ms 層，Alt 層の各層の降下に伴い， Fs 層と
これらの層との地層界とトンネルが交差する地点でもある． SP200 付近より小平
方向の地山は，Md 層， Ms 層，Alt 層で構成されることなり右側壁部が優勢とな
る変位は徐々に収束し，次区間との接続部である F1 断層付近（ SP250 付近）で覆
工全域が内側に変位する状態へ変化する．  






かぶり換算値で d=66m 相当となる．当該区間の最大土かぶりは，d=70m から覆工
に作用する最大鉛直土圧は Pv=21kN/m3×70m=1,470kN/m2 である．  
 以上から，当該区間は，比較的良好な性質を有する Fs 層で構成される区間前半
部では有効なアーチアクションが作用していると考えられるため，破壊状態に達
するクラックの発生頻度が抑制されていると考えられる．しかし，Fs 層の上位に
存在する膨潤性の Md 層， Alt 層と脆弱な Ms 層が下降してくる後半部では，
Fig.4.1.2 に示す当該地の特徴的な地質の層序により，右側が優勢圧となる変圧状





(a)縦断面                             (b)横断面  










Photo4.1.6 既設トンネル SP100 付近から小平方向  
 
 









































Photo4.1.9 既設トンネル SP210 付近左側の状況  
 
4.1.3 SP250 から小平坑口までの区間  
 既設トンネルで変状，破壊が最も著しい区間である．クラックの発生頻度も高
く，側壁から天端にかけて 7 箇所の崩落痕跡が存在する．地質は，脆弱な Ms 層
や粘性系の Md 層や Alt 層が分布している．また， F1～ F8 の断層，破砕帯が存在
し，トンネル建設区間における地質構造上の弱線部として位置づけられる．土か
ぶりは，山頂部を通過後の低平部に位置することから 40m 程度で推移している． 
 クラックは，Photo4.1.10～ 4.1.22 に示すように，覆工コンクリート全周にわた
り発生している．また，断層，破砕帯を通過する一部区間では，トンネル軸にほ
ぼ垂直に発生したクラックが確認されており，このような箇所ではトンネル全体
が横断方向に 50～ 100mm 程度のずれた形状となっている．クラックは，いずれも
5mm 以上の開口を伴い貫通している．また，Photo4.1.16～ 4.1.21 でトンネル内
の滞水が確認できることから， SP340 付近より小平方向についてはトンネルが沈
下した状態にあると考えられる．  
 内空の変位は，Fig.4.1.1 より SP400 付近まで側壁，天端とも内側に押し出され









様に覆工コンクリートに作用した外圧は， P 0=1,404kN/m2 以上，換算土かぶり厚
で d=66m 以上と考えられる．当該区間の土かぶり厚が d=40m であるから，覆工
に作用する最大鉛直土圧は， Pv=40m×21kN/m3 =840kN/m2 である．したがって，
当該区間においても側圧係数 kh =1.7 相当の最大鉛直土圧以上の側圧の作用したも
のと考えられる．  
その要因について当該区間を構成する地質の理学的特性に着目し，当該区間の
状況を考察してみる．当該区間を構成する Md 層や Alt 層には Table4.1.2 に示す
ように CEC(Cation  Exchange Capaci ty)試験結果で陽イオン交換容量が膨潤性を有














































































































































































































































































































































































































































































































































































































 Photo4.1.10 既設トンネル SP280 付近右側の状況  
 
 






 Photo4.1.12 既設トンネル SP325 付近左側の状況  
 
 






Photo4.1.14 既設トンネル SP330 付近右側の状況  
 
 





















































Photo4.1.18 既設トンネル SP388 付近左側の状況  
 
 



















 Photo4.1.21 既設トンネル SP450 付近の状況  
 
Photo4.1.22 既設トンネル SP450 付近左側の状況  





4.1.4 現況評価  
(1)  概説  









そこでトンネル施工時の安定性評価法としての指針 5 5 )から現場管理で広く用い






t  ・・・ (4.1.3)  
l
r
r  ・・・ (4.1.4) 
 
ここで， ε t は内空変位量によるひずみ， ε r は地中変位によるひずみ， δ c はトンネ
ル半径方向の変位量，a はトンネル半径，Δδ r はトンネル半径方向に設置した地中









(3)  計測方法  
まず，目視確認において変状の程度によりトンネル全長に対して 16 断面を選定
して実測調査を行った．実測は，Fig4.1.3 に示すように光波測距儀を用いたアー
チクラウントップと SL の標高計測，上半水平線として SL，下半水平線として
SL-1m の左右側壁間の距離を計測した．計測は， 1992 年から 1995 年の 3 年間と
1999 年に 6 回 /年の頻度で行なった． 1992 年の初期計測に対し変位量の増減は認
められなかった．計測結果を Fig.3.1.2 に示した正規断面との対比から現況覆工の
変位量を求めた．これらの結果を Fig.4.1.4(a)～ (c)に示す．この変位量から 4.1.3
式および 4.1.4 式よりひずみを求めた．既設トンネル周辺地山のひずみ分布を作


































Fig4.1.5 の横軸は，留萌側坑口からの追加距離を表し，縦軸はひずみ ε を表す．
ひずみは，Fig.4.1.4(a)～Fig.4.1.4(c)から既設覆工半径方向の変位量 δc を求め，




深度に対応した 48 個のコアサンプルを抽出し，一軸圧縮試験 (JGS-2521)を実施し































Fig.4.1.6 地山の一軸圧縮強度と破壊ひずみ  
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(4)  評価  






区間を通じてのひずみ ε は，地山の限界ひずみ ε f を上回り，周辺の地山が破壊
または塑性化した状態にあることを示す．  
 













①  インバートより鉛直下方向  
②  インバート上面より 1.5m の位置で左右の水平方向  
③  インバート上面より 1.5m の位置より 50deg の左右斜め上方向  
④  アーチクラウン天端部より鉛直上方向  
 
ボーリング調査より，RQD (Rock Quali ty Designat ion)による岩盤の不連続性の把
握，孔内速度検層による既設覆工背面深度 1m 毎の弾性波速度 Vp の分布状況，孔
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内水平載荷試験による既設覆工背面の弾性係数 E 0 とコアサンプルを用いた覆工




F ig.4.2.1 調査方法  
 











が記録され，Fig.4.2.3 に示す走時曲線が得られる．弾性波速度 Vp は，受信区間
毎の t の変化量 Δ t を孔内受信間間隔 Δx (m)で除し， 4.2.1 式で計算される．なお，
走時曲線は，起振点がボーリング孔口にあるように 4.2.2 式，4.2.3 式で補正する．  
 
t
xVp  ・・・ (4.2.1) 
 
d
Ltan  ・・・ (4.2.2)  
 
cos' tt  ・・・ (4.2.3) 
 
ここに，Vp：弾性波速度 (km/s)，Δx：孔内受信間間隔 (m)，Δ t：相隣受信器間の
走時差 (msec)，L：起振点から孔口までの距離 (m)，d：測定深度 (m)， θ：測点と起






















 孔内水平載荷試験は，地山の変形係数 E 0 を把握する目的で行なった．孔内水平
載荷試験装置は，一般的にプレシオメータ， LLT(Latera l  Load Tester)，エラスト
メータ，KKT 等が用いられる．本調査では対象地山が岩盤であるためエラストメ
ータを用いた．Fig.4.2.4 に装置の概略と載荷パターンを示す．  
 
Fig.4.2.4 孔内水平載荷試験装置の概略  
 
 変形係数 E 0 は，亀裂による岩盤の緩み等の影響を含んだ特性変化，すなわち，
EDZ の影響を含む特性を表し， 4.2.4 式より求められる．  
 
r




：荷重強度～変位曲線の勾配 (N/mm2 /mm)， Rm：勾
配を求めた区間の中点の試験孔半径 (mm)である．  
本調査で得られた各々の結果を Fig.4.2.5(a)～ (h)に示す．結果は，ボーリング
調査で得られた調査域の地質構成，および層序を地質別に着色表示している．構
成する地質は，細粒砂岩 (Fs)，中粒砂岩 (Ms)，泥岩 (Md)，砂岩泥岩互層 (Alt)と断




る．弾性係数 E0 と岩盤強度 σ c は，計測箇所またはテストピース摘出箇所に各々





















































































Bo r.1 -3 の孔内速度検層結果  
Bor.1 -4 の孔内速度検層結果  






























































F ig.4.2.5(b)  SP105 の調査結果  
Bor.2 -4 の孔内速度検層結果  




























































F ig.4.2.5(c)  SP190 の調査結果  
Bor.4 の孔内速度検層結果  




























































Bor.4 の孔内速度検層結果  





























Bo r.2 の孔内速度検層結果  Bor.6 の孔内速度検層結果  












































































Bo r.2 の孔内速度検層結果  Bor.6 の孔内速度検層結果  















Bo r.5 の孔内速度検層結果  Bor.3 の孔内速度検層結果  


























































Fig.4.2.5(f )  SP320 の調査結果  
 
Bor.4 の孔内速度検層結果  





























































Bo r.4 の孔内速度検層結果  























































































Bo r.4 の孔内速度検層結果  
Bor.3 の孔内速度検層結果  Bor.5 の孔内速度検層結果  

































































4.3 EDZ の定義と弾性波速度の相関  
 
トンネル掘削を行った場合，周辺の地山にはゆるみ，破壊，塑性などと表現さ
れ る 状 態 変 化 が 起 こ る ． 本 研 究 で は こ の 現 象 を 掘 削 損 傷 領 域 ， す な わ ち ，








具体的には，Fig.4.3.1 に示すとおりである．  
 


















本研究では以下の理由より弾性波速度 Vp に着目し，EDZ の領域推定を試みた．




),,( mfVp  ・・・ (4.3.1) 
 










 ・・・ (4.3.2) 
 





な部分では低い速度値となる．よって，弾性波速度 Vp は， EDZ の領域推定を見
極める指標として利用することが可能と考える．   
以上より，地山の特性を示す指標として弾性波速度 Vp，弾性係数 E 0，一軸圧
縮強度 σC の 3 種類の物性値を求め，これらの指標の中で Vp に対する，E0， σ c と
の相関を考察した．Fig.4.3.2，Fig.4.3.3 にその結果を示す  
Fig4.3.3 に示す弾性係数 E 0 は，Fig4.2.5(a)～Fig4.2.5(h)に示す一軸圧縮強度 σc
の試験結果における応力ひずみ曲線より得られたデータである．したがって，
Fig4.2.5(a)～ Fig4.2.5(h)に示す孔内水平載荷試験より得られたデータとは異なる．
また，Fig.4.3.2，Fig.4.3.3 に示す弾性波速度 Vp は，Fig4.2.5(a)～Fig4.2.5(h)に
































Fig.4.3.2 弾性波速度 Vp を介した既設トンネル周辺の地山特性～弾性波速度 Vp と一















Fig.4.3.3 弾性波速度 Vp を介した既設トンネル周辺の地山特性～弾性波速度 Vp と弾




4.4 弾性波速度に基づく EDZ の推定  
 
Fig.4.3.2，および Fig.4.3.3 より， Vp を介した σ c，E 0 各々の相関について 2 つ
の分布群に分割され，ある速度値を境に σ c，E 0 とも低値で分布する集団と高値で
分布する集団に分割されている．その閾値は Fig.4.3.2，および Fig.4.3.3 より
Vp=1.5km/s となる．この速度帯の違いによる σ c を Table4.4.1 に，E 0 を Table4.4.2
に示す．また，Table4.4.1，  Table4.4.2 を総括した結果を Table4.4.3 に示す．な
お，Table4.4.1，  Table4.4.2 示す空欄はデータの欠落を示す．  
 





Table4.4.2 Vp＞ 1.5km/s における弾性係数 E0  
 
 
Table4.4.3 弾性波速度 Vp による地山特性の違い  
 Vp≦ 1 .5km/s  Vp＞ 1 .5km/s  
σ c(MPa)  
0 .5～ 3.1  
（平均値： 1.8）  
1 .7～ 8.7  
（平均値： 3.6）  
E 0 (MPa)  
25～ 578 
（平均値： 267）  
103～ 914 












トンネル周辺は Vp=1.5km/s に EDZ 境界が存在すると考えられる．Table4.4.1，
Table4.4.2， Table4.4.3 より， Vp≦ 1.5km/s を EDZ と仮定して各々の物性値につ
い て 整 理 し ，地 山 特 性 お よ び 挙 動 の 検 証 を 進 め た 結 果 ， EDZ 内の 物 性 が 概 ね
σ c≦ 3MPa， E 0≦ 500MPa で分布し，大きな割れ目などを含まない岩石であるイン






4.5 まとめ  
 
 本章では，既設トンネルの現況評価と周辺地山の特性に基づく既設トンネル
の掘削損傷領域： EDZ(Excavat ion Damaged Zone)の推定を行った．以下に本章
で得られた知見をまとめる．  
 
①  既設トンネルの留萌側坑口から SP40 までの 40m 区間は，覆工コンクリートが
破壊様相を呈し，側方変位が卓越した状態が確認された．覆工コンクリートが
破壊に至る荷重強度を算定し，土かぶり厚に換算したところ，全鉛直荷重の
3.3 倍に及ぶ側圧が作用したことが判明した．  
②  SP40 から F1 断層（ SP250）までの 210m は， Fs から Md， Ms，Alt に漸移し
F1 断層に至る区間である．前半の Fs に位置する区間は，健全度を保持してい
る．坑奥部に進み Md， Ms，Alt が出現に連れて損傷，変位が顕著になる． Fs
層で構成される区間前半部は，破壊状態に達するクラックの発生頻度が抑制さ














地山の限界ひずみ ε f が一軸圧縮強度 σ c の分布に関わらず 1～ 2%の領域に分布
していることがわかった．区間を通じて，既設トンネル現位置計測のひずみ ε t
が地山の破壊ひずみ ε f を上回るため，周辺の地山は，破壊または塑性化した
状態にある．  
⑥  既設トンネル周辺の地質特性を把握するため，地質層序に応じた 8 断面を抽出
し，ボーリング調査，孔内速度検層，一軸圧縮強度試験，孔内水平載荷試験を
行った．調査結果より， Vp は覆工周辺で低速度を示した．トンネル断面位置
の Vp は，層序を問わず Vp=1.7～ 1.9km/s で推移している．したがって，当該
調査で示す既設覆工周辺で見られる局所的な低速度域は，トンネル掘削に起因
するものと評価した．また，低速度を示す領域では E 0 や σ c の物性値も低下傾
向にある．  
⑦  トンネル掘削を行った場合，周辺の地山にはゆるみ，破壊，塑性などと表現さ
れる状態変化を掘削損傷領域，すなわち， EDZ(Excavation  Damaged Zone)と定
義した．既往研究など 5 7 - 6 0 )より EDZ が形成される現象の起源を岩盤内のクラ
ックに依存していると考え，既設トンネル周囲の弾性波速度 Vp の分布より
EDZ の領域推定を試みた．  
⑧  Vp と一軸圧縮強度 σ c，弾性係数 E 0 を相関させ，各々について 2 つの分布群が
存在しているが判明した．両分布群の閾値は， Vp=1.5km/s となり，当該速度
を境とする物性値の差が顕著で，Vp<=1.5km/s を EDZ，Vp>1.5km/s を In tac t zone








































1)  地質（岩質名）の分布，性状および切羽の自立性  
2)  地山の硬軟，風化，変質，割れ目の間隔・状態とその卓越方向等の地山の状態  
3)  断層の分布，走向・傾斜，破砕・粘土化の程度  
4)  湧水箇所，湧水量とその状態  
 

















Fig.5.1.1(b)  SP209 の切羽  
 







右肩部にかけて F4 と思われる断層が存在している．当該部では 3.0～ 3.5m 程度の







Fig.5.1.1(c)  SP334 の切羽  
 
 













5.2 弾性波速度に基づく EDZ の推定とボーリング調査の相関  
 
5.2.1 弾性波速度より推定された EDZ の抽出  
 本論文 4.4 節より，既設トンネル周辺の弾性波速度の分布状況を把握すること
で EDZ の推定が可能との知見を得た．本研究では Vp=1.5km/s を閾値とし， Vp≦
1.5km/s の 領 域 を 既 設 ト ン ネ ル の 掘 削 に よ り 形 成 さ れ た EDZ と 仮 定 し ，
Fig.5.2.1(a)～ (h)に示す EDZ の分布状況を得た．なお， Fig.5.2.1(a)～ (h)に示す
Vp≦ 1.5km/s  の境界深度においてバラツキが多く不明瞭なデータについては当該
深度における Vp≦ 1.5km/s の分布量で決定した．  




①  トンネル断面とほぼ相似形を有する分布形状  
SP20，SP190，SP250，SP300，SP320，SP370 に分布する形状である．地
質は，Fs，Ms，Md，Alt の互層で， SP20， SP190 以外は水平の堆積構造と
なっている．また， SP20 については留萌側坑口部に位置し，土かぶり厚
d=11m の低土かぶり区間である． SP300 については左斜上方覆工背面で
Vp>1.5km/s の領域が 3m 存在する．  
②  斜め上方で分布の増幅を有し，鉛直上方で抑制傾向を示す鍬形状を呈する
分布形状  
SP105， SP405 に分布する． SP105 は Fs の単一層， SP405 は小平側坑口
部に位置し Ms，Alt， Md， Ms の互層で堆積構造は左側に 40deg で下降し


































F ig.5.2.1(h)  Vp より推定された SP405 の EDZ 
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で，本論文 5.1 節の切羽観察で述べたのと同様に以下の情報を得ることができる． 
 
1)  地質（岩質名）の分布，性状および切羽の自立性  
2)  地山の硬軟，風化，変質，割れ目の間隔・状態とその卓越方向等の地山の状態  
3)  断層の分布，走向・傾斜，破砕・粘土化の程度  
 
本研究では，Fig.4.2.1 に示すように既設トンネル覆工より周辺地山方向に対し



















に評価することで，定性的に EDZ の抽出が可能となる．  
 そこで，本研究ではボーリング調査で得られる指標の中で RQD (Rock Quali ty 
Designat ion)に着目した． RQD は， Deere 6 4 )， 6 5 )により提案された岩盤のクラック
を定量的に評価する方法で，コア採取率で表現される．すなわち，単位掘進長に
対する閾値 t 以上のコア延長の割合である．一般に単位掘進長は 1.0m で閾値は
t=10cm であるが，トンネル調査の場合は閾値を t=5cm とし RQD (5)として表現さ
れ， 5.2.1 式で表される． RQD ( t )の概要を Fig.5.2.3 に示す．  
 
 





 Fig.5.2.3 は，単位掘進量 1m 当りのコアの様相を示した例である．ここで RQD ( t )




RQD tt  ・・・ 5.2.1 
 
ここに，  l ( t) : t 以上のコアの累計長， L :単位掘進量である．Fig.5.2.3 で示す例の
場合， RQD(t)=72%(但し， t=10cm)となる．  
 EDZ の形成が本論文 4.3 節で述べた過程を辿るならば，既設トンネル覆工周辺
の RQD (5)は，背面部では低値で推移し孔奥の任意の深度で高値に変化する．
RQD(5)による EDZ の抽出は，RQD(5)≦ 50%を示す不連続箇所で区分した．RQD(5)
≦ 50%については，北海道開発局のトンネル設計要領で示す地山分類表における
第三紀堆積岩類で RQD(5)=40～ 60%の所見を新鮮にて亀裂の少ない地質状況とし
ていることによる．Fig.5.2.4(a)～ (h)に示す結果を得た．  
 
 





Fig.5.2.4(b) SP105 におけるボーリング調査結果に基づく EDZ の分布  
 
 





Fig.5.2.4(d) SP250 におけるボーリング調査結果に基づく EDZ の分布  
 
 




 Fig.5.2.4(f ) SP320 におけるボーリング調査結果に基づく EDZ の分布  
 
 





Fig.5.2.4(h) SP405 におけるボーリング調査結果に基づく EDZ の分布  
 
Fig.5.2.4(a)は，留萌側坑口より 20m 地点の断面である．鉛直下方から右側方お








Fig.5.2.4(b)は，留萌側坑口より 105 地点の断面で，Fs 単一層である．既設内空
より 1～ 4m に明瞭な境界が存在している．しかし，右斜め上方のみ不明瞭な状態
が確認されており，領域の分布が前断面の SP20 とほぼ対称となっている．  
Fig.5.2.4(c)は，留萌側坑口より 190m 地点の断面で，トンネル区間の最大土か




認される．鉛直上方を除き既設内空より 2～ 4m に明瞭な境界を有し，その形状が
既設トンネルを内包する円形状を呈している．  
Fig.5.2.4(d)は，留萌側坑口より 250m 地点の断面である．地質は， SP190 と同
様で Fs，Md，Ms，Alt より構成されるが，堆積構造が水平を呈している．既設内
空より 2～ 4m に明瞭な境界を有する．分布形状は， SP190 と同様の形状を有し，
既設トンネルに対してほぼ同心円状に領域が分布している．  
Fig.5.2.4(e)は，留萌側坑口より 300m 地点の断面である．地質は， SP190 およ
び SP250 と同様で Fs，Md，Ms，Alt より構成されるが，F-2，F-3 の断層・破砕帯
が介在している．堆積構造は水平である．また，当該断面以降の断面は，既設ト




Fig.5.2.4(f )は，留萌側坑口より 320m 地点の断面である．地質は，これまでの

























5.2.3 弾性波速度に基づく EDZ の推定とボーリング調査の相関  
 本項では 5.2 .1 項で行なった弾性波速度 Vp による EDZ の推定と 5.2 .2 項で行な
った RQD (5)に基づく亀裂の頻度による地山の評価結果を整合させ，互いの相関性
を考察し，Vp による EDZ の推定についての検証を行なう．なお，Vp については
水平方向のデータが得られていないため，本研究ではトンネル上部における検証
とした．検証結果を Fig.5.2.5(a)～ (h)に示す．なお，図中における赤線は Vp より
推定した EDZ を示し，青線は RQD (5)より抽出した EDZ である．  
 
 





F ig.5.2.5(b) 切羽 SP105 の検証結果  
 
 




 F ig.5.2.5(d) 切羽 SP250 の検証結果  
 
 
F ig.5.2.5(e) 切羽 SP300 の検証結果  
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 F ig.5.2.5(f ) 切羽 SP320 の検証結果  
 
 
F ig.5.2.5(g) 切羽 SP370 の検証結果  
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 F ig.5.2.5(h) 切羽 SP405 の検証結果  
 




1) Fig.5.2.5(a)に示す SP20 の断面は，留萌側の坑口部に位置する低土かぶり部で
ある． Vp は円形， RQD (5)は楕円形を呈する形状で分布する．分布範囲につい
ては，右側斜め上方で両者の整合を認めるが，鉛直上方，および左斜め上方で
整合しない． Vp が RQD(5)に内包する．  
2) Fig.5.2.5(b)に示す SP105 の断面は，両者の分布形状に類似性が認められない．
Vp による分布形状は鍬形状を呈し RQD (5)による楕円形分布とは異なる．また，
分布範囲についても同様である． Vp が RQD(5)に内包する．  
3) Fig.5.2.5(c)に示す SP190 の断面は，両者とも円形分布で分布形状に類似性が
ある． RQD (5)による領域が Vp による領域に内包する形状で分布する．  




5) Fig.5.2.5(e)に示す SP300 の断面は，Vp による分布形状は覆工より 5m～ 6m 地
点での円形を呈している．また，左斜め上方の覆工背面から 3m までの範囲に
Vp ではインタクトと判断される領域が存在し，RQD (5)と整合しない．RQD (5)
による分布形状は，左右上に広がりを呈し， Vp による形状に沿う形状で内包
する．  
6) Fig.5.2.5(f )に示す SP320 の断面は，SP300 の断面に近傍する位置に存在し，地
質層序もほぼ同様である．しかし，Vp，および RQD (5)双方とも SP300 との類
似性を認めない． RQD(5)による分布形状は，円形を呈し左右に発達する形状
を示す．Vp による分布形状は，円形を示す．両者は形状，領域とも相関する．  
7) Fig.5.2.5(g)に示す SP370 の断面では，両者の分布形状が完全に整合した状態
を示す．  










d (m)  
TN 掘削径  
B ( m)  
d /B  備考  
SP20 円形  楕円形 Vp 内包  11  2 .2  坑口  
SP105 鍬形  楕円形 Vp 内包  43  8 .6  
SP190 円形  円形  RQD 内包  68  13 .6  
SP250 円形  円形  一致  45  9 .0  
TN 本体
SP300 円形  円形  RQD 内包  26  5 .2  
SP320 円形  円形  一致  26  5 .2  
TN 本体
（断層）
SP370 円形  円形  一致  24  4 .8  TN 本体
SP405 鍬形  楕円形 Vp 内包  18  
5  






Vp より推定した EDZ とボーリングコアより算定した RQD (5)の分布結果を対比
させ上記に示す考察を行った．両者の相関性は，低土かぶりとなる両坑口部では
認められないが，一定の土かぶりを有するトンネル本体部で相関性が認められた． 
トンネルは，掘削幅 B と土かぶり d より 5.2.1 式で求まる比率 α が 2 以下程度











Vp より推定した EDZ と RQD (5)の分布状況は，トンネル上半部について坑口部を
対象外とすると相関性がある．  
トンネル本体部で Vp より推定した EDZ とボーリングコアより算定した RQD (5)
の相関性に関する傾向を Fig.5.2.6 に模式的に示す．  
 
Fig.5.2.6 トンネル部位，および土かぶりと Vp による EDZ 推定と RQD (5)の相関性 
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5.3 弾性波速度に基づく EDZ の推定と切羽観察結果の相関  
 
5.3.1 概要  
 前節では孔内速度検層より得られた弾性波速度 Vp より推定した EDZ をボーリ
ング調査で得られた RQD (5)より評価を行い，トンネル上半部について互いの相関
性を確認した．本節では当該切羽の掘削完了後に行なわれる切羽観察結果（切羽
の写真）を基に弾性波速度 Vp により推定した EDZ の検証を行なう．トンネルの
拡幅掘削では，既設トンネルの周囲状況が掘削により出現するため，既設トンネ
ル周囲に既形成された EDZ を目視できる．この検証法は，実際の切羽を目視した
結果より Vp による EDZ の推定を検証するものである．  
 
5.3.2 切羽の直接目視による EDZ の抽出  




























工学等の専門知識を有さない男子 3 名，女子 2 名の計 5 名による作業とした．  
Fig5.3.1(a)～ (h)に抽出結果を示す．  
 
 
Fig.5.3.1(a) 切羽 SP20 での EDZ 抽出結果  
 
 Fig.5.3.1(a)は， SP20 における掘削直後の切羽の様相である．当該断面は，留




呈する Fs で適度な固結度を有する．  
 両者の境界は，図に示す白線のとおり明瞭であり，この境界内が切羽観察より
抽出した EDZ と評価する．  
EDZ 
Intac t In tac t 
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 Fig.5.3.1(b) 切羽 SP105 での EDZ 抽出結果  
 
Fig.5.3.1(b)は， SP105 における掘削直後の切羽の様相である．左側 SL 位置で
既設トンネルより背面方向約 1m の地点から鉛直上方に約 2m の範囲で不連続な領
域が形成され，右側 SL 位置で収束する形状で分布している．当該領域内では茶


















In tac t 
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 両者の境界は，Md と Ms の境界であり，上述の不連続な領域は， Md 層で形成







Fig.5.3.1(d) 切羽 SP250 での EDZ 抽出結果  
 
 Fig.5.3.1(d)は，SP250 における掘削直後の切羽の様相である．地質損傷の激し
い領域が SL 部左右で約 3m の広がりを見せ，上方部へと成長する様相が確認でき








当該領域外は，領域内と同様の Md と Ms の互層であるが，様相はインタクト
であり切羽の自立性にも富む．  







 Fig.5.3.1(e) 切羽 SP300 での EDZ 抽出結果  
 
 Fig.5.3.1(e)は，SP300 における掘削直後の切羽の様相である．地質損傷の激し
い領域が SL 部左右で既設覆工より約 3m の広がりを見せ，ほぼ等厚で上方に至っ
ている．しかし， SL+3.5m 地点で領域の分布が左右とも斜め方向に分割される形
状となり，他の断面に比べ特徴的な形状を呈している．  
当該断面では， F2 と F3 の断層・破砕帯が通過している．図中に示す左側方か


















 Fig.5.3.1(f )  切羽 SP320 での EDZ 抽出結果  
 
 Fig.5.3.1(f )は， SP320 における掘削直後の切羽の様相である．左斜め上方から
右側方にかけて地質損傷の激しい領域が分布するが，鉛直上方の一部で収束傾向
を確認でき，断層・破砕帯の影響を被る SP300 の断面に近似する傾向も伺える．





















Fig.5.3.1(g) 切羽 SP370 での EDZ 抽出結果  
 
 Fig.5.3.1(g)は，SP370 における掘削直後の切羽の様相である．地質損傷の激し















の領域界と評価する．図に示す白線より内側が既設トンネルの EDZ と考える．  
EDZ 
Intac t 
In tac t 
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 Fig.5.3.1(h) 切羽 SP405 での EDZ 抽出結果  
 
 Fig.5.3.1(h)は，SP405 における掘削直後の切羽の様相である．当該断面は，小
平側の坑口部に位置し， d=3～ 17m 程度の低い土かぶりで推移する区間である．
赤褐色から茶褐色の色相を呈する地質損傷の激しい領域が既設トンネルとほぼ同
一幅で鉛直上方に収束せずに発達している．補助工法の効果より顕著な崩落や崩






の領域界と評価する．図に示す白線より内側が既設トンネルの EDZ と考える．  
 
5.4 弾性波速度に基づく EDZ 推定法の検証  
 
 本章では，既設トンネル内空より行った孔内速度検層で測定した既設トンネル




In tac t 
第 5 章　拡幅施工の観察に基づくEDZ推定法の検証
- 121 -
① RQD (5)を主体とするボーリング調査の結果  
② 当該切羽掘削完了後に行なわれた切羽観察結果（切羽の写真）  
 
本節では Vp より推定した EDZ の分布と個別に行なわれた上記①，②各々の検
証結果を重ね合わせ， Vp を用いた EDZ の推定法の総合的な検証を行い，推定法
の妥当性と精度に関する評価を行う．  
以上より，Fig.5.2.1(a)～ (h)に示した Vp による EDZ の推定結果と上記①，②に
示す検証結果，Fig.5.2.4(a)～ (h)，Fig.5.2.5(a)～ (h)，および Fig.5.3.1(a)～ (h)を


































01234 1 2 3 45 5
Width[m]
Estimation of the EDZ by Vp.
Estimation of the EDZ by RQD.
Verifcation of the EDZ by cutface observation.
 
Fig.5.4.1(a) 切羽 SP20 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(a)は，切羽 SP20 の検証結果である．既設トンネル周囲の EDZ につい
て， Vp による推定，ボーリングコアの観察と RQD(5)による抽出，切羽観察の結
果に相関性は認められない．切羽中央に存在する不連続面（風化部）が上方に広
がる傾向を有し，この点については RQD(5)による評価と同様の傾向を示す．留萌





















Estimation of the EDZ by Vp.
Estimation of the EDZ by RQD.
Verifcation of the EDZ by cutface observation.
 
F ig.5.4.1(b) 切羽 SP105 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(b)は，切羽 SP105 の検証結果である．Vp と RQD(5)に相関性が認めら













 Fig.5.4.1(c)  切羽 SP190 の検証結果  
 
Fig.5.4.1(c)は，切羽 SP190 の検証結果である． Vp と RQD(5)に 1m から 2m 程




以上より，当該断面から判断する Vp による EDZ の推定は，検証結果と整合す






















Estimation of the EDZ by Vp.
Estimation of the EDZ by RQD.
Verifcation of the EDZ by cutface observation.
 
F ig.5.4.1(d) 切羽 SP250 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(d)は，切羽 SP250 の検証結果である．切羽観察による EDZ の分布が
上方に発達する傾向を示し，拡幅断面にほぼ整合する RQD(5)の抽出結果とは解離
性が大きく，定性的な傾向としては Vp による推定結果と類似性を有する．した
がって， Vp による推定に対する妥当性を確認した．  












F ig.5.4.1(e) 切羽 SP300 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(e)は，切羽 SP300 の検証結果である．切羽観察による EDZ の分布は，
既設トンネル上方で左右とも斜め方向に分割される形状である．Vp による推定形
状とは異なるが，切羽観察による EDZ に上方発達の傾向があり，類似性を認める．
左斜め上方については， Vp との相関がよく， RQD(5)による抽出形状との類似性
を認める．この EDZ 三種の分布形状は，総じて類似性を認め， Vp による推定に
対して妥当性を確認した．  









 F ig.5.4.1(f )  切羽 SP320 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(f )は，切羽 SP320 の検証結果である． Vp と RQD(5)には，相関性があ
りほぼ同様の分布形状を呈すると評価する．しかし，切羽観察では，Vp，RQD(5)
より得られた EDZ の分布所見を認めず，左側側部と上部について不一致となって
いる．当該断面は，Fig.5.2.5(f )に示すように左側側部に F3 断層，破砕帯が位置
し，切羽観察で得られた結果は，この断層・破砕帯の影響を受けたもので，層序
の影響が顕著に現れた結果と考える．  
 切羽観察の結果から評価した EDZ の分布は，拡幅断面に内包分布する形状であ
























Estimation of the EDZ by Vp.
Estimation of the EDZ by RQD.
Verifcation of the EDZ by cutface observation.
 
F ig.5.4.1(g) 切羽 SP370 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(g)は，切羽 SP370 の検証結果である． Vp による推定結果， RQD(5)に
よる抽出結果と切羽観察による検証結果が一致し，推定法の妥当性を認める．EDZ
の分布形状，分布範囲，いずれも類似性を認め，各々に整合する．したがって，













 F ig.5.4.1(h) 切羽 SP405 の検証結果  
 
 Fig.5.4.1(h)は，切羽 SP405 の検証結果である．小平側の坑口部に位置する断面
であるが，留萌側坑口部と同様に既設トンネル周囲の EDZ について， Vp による
推定，ボーリングコアの観察と RQD(5)による抽出，切羽観察の結果に相関性は認
められない．切羽中央に存在する不連続面（風化部）が上方に広がる傾向を有す
るが，この点について RQD(5)による評価と同様の傾向を示す． EDZ の分布に関
する全ての傾向が留萌側坑口部と同様であるため，トンネル坑口部で共通する所








 全長約 480m の拡幅トンネルについて，地形，トンネル周囲を構成する地質，
トンネル坑口部，本体部の各要素を鑑みた 8 断面より，Vp による既設トンネル周
囲の EDZ 分布を推定し， RQD(5)および掘削直後の切羽観察の結果より，推定結
果の検証を行った．Table5.4.1，および以下に結果を示す．  
 
Table5.4.1 Vp による EDZ の推定と RQD(5)，切羽観察結果の関係  




(Vp :RQD )  Vp RQD(5)  
d /B  備考  
SP20 円形  楕円形 Vp 内包  ×  △  2 .2  坑口  
SP105 鍬形  楕円形 Vp 内包  △  ○  8 .6  
SP190 円形  円形  RQD 内包  ×  ○  13 .6  
SP250 円形  円形  一致  ○  ○  9 .0  
TN 本体
SP300 円形  円形  RQD 内包  △  ○  5 .2  
SP320 円形  円形  一致  △  △  5 .2  
TN 本体
（断層）
SP370 円形  円形  一致  ○  ○  4 .8  TN 本体
SP405 鍬形  楕円形 Vp 内包  ×  ×  3 .6  坑口  
 
①  Vp による EDZ の推定は，坑口部では切羽の所見に対して不整合となる．その
範囲は，本検証の結果では土かぶり d とトンネル掘削径 B の比率が 3.6 以下の
区間で確認される．  
②  Vp による EDZ の推定は，断層，破砕帯の通過位置では切羽の所見に対して不
整合となる．  
③  Vp による EDZ の推定は，上記①，②以外の区間で掘削直後の切羽観察の結果
と整合する傾向を示す．  
 
こ れ ら の 結 果 か ら ， RQD(5)と の 対 比 よ り 示 し た Fig.5.2.6 は ， 以 下 に 示 す
Fig.5.4.2 となる．  
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 Fig.5.4.2 トンネル部位，地質層序および土かぶりと Vp による EDZ 推定法の妥当
性の関係 
 
 以上から，Vp を用いた EDZ の推定法は，断層，破砕帯を有さないトンネル本
体部において，有効な手段であると結論付ける．  
北田 2 9 ) , 3 0 )らは，既設トンネルの拡幅工事における EDZ（北田らの表記はゆる
み領域）の推定を本研究と同様の孔内速度検層より得られた弾性波速度 Vp と真
空透気試験による吸引流量より行っている．空透気試験は，空気の吸引により亀













Vp=1.5km/s を EDZ と In tac t zone との閾値とする知見から， Vp により既設トンネ







②  Vp より推定される EDZ は，調査断面の全てでトンネル内空より 3～ 5m 付近が
境界となる．分布形状は，トンネル断面上半部でほぼ整合する分布形状と斜め
上方で分布の増幅を有し，鉛直上方で抑制傾向を示す鍬形状を呈する分布形状
の 2 タイプに分類される．  
③  Vp より推定した EDZ とボーリングコアより算定した RQD (5)の分布結果の相
関性は，低土かぶりとなる両坑口部では認められないが，上半部についてトン
ネル本体部で相関性を確認した．  
④  Vp による EDZ の推定結果をボーリングコアの RQD(5)，掘削直後の切羽の様
相を対比させ，以下に示す結果を得た．  
1)  坑口部では不整合となる．その範囲は，本検証の結果では土かぶり d とト
ンネル掘削径 B の比率が 3.6 以下の区間である．  
2)  断層，破砕帯の通過位置では不整合となる．  
3)  1)， 2)以外の区間で整合する傾向を有する．  
4)  検証結果より，拡幅断面が確定した EDZ に内包するため，拡幅掘削後に
EDZ のが残存する形態である．  
⑤  既往研究 2 9 ) , 3 0 )で提案された特殊性の高い空透気試験を回避し，汎用性の高い


































6.1 既設トンネルの変位量と拡幅施工時の変位量の対比  
 





下測定，内空変位測定を必須管理項目として行われる 6 7 )．トンネル縦断方向に一
定の間隔で実施され，主に以下に示す事項の判断材料に用いられる．  
 
①  周辺地山の安定性  
②  支保工の妥当性  
③  覆工の施工時期の判断  
 




















は切羽の進行と平行に行なわれ，頻度は Table6.1.1 に示すとおりである．  
 
Table6.1.1 測定頻度  
頻度  測定位置と切羽の離れ  変位速度  
2 回 /1 日  0～ 0.5D  10mm/日以上  
1 回 /1 日  0 .5～ 2D  5～ 10 mm/日  
1 回 2 日  2～ 5D  1～ 5mm/日  
1 回 /1 週  5D 以上  1mm 以下  
 
ここに，D はトンネルの掘削幅を示す．  
 
Fig.6.1.1 天端沈下と内空変位量の測定位置  
 
 拡幅トンネルでは，Fig.6.1.1 に示すように 5 測線に及ぶ変位計測を変位速度が
1mm/1 週以下となったことを 2 週間連続で確認するまで継続して，最終変位量と




























Fig.6.1.2 拡幅時の最終変位量  
 
Fig.6.1.2 は ， 縦 軸 が 変 位 量 で 横 軸 が 留 萌 側 か ら の 追 加 距 離 を表 す ． ま た ，
Fig.6.1.2.1～Fig.6.1.2.8 に Fig.6.1.2 に示す変位量の代表的な経時変化図として，
第 4 章 4.2 節に示す調査地点近傍の SP20.1，SP100.1，SP200.1，SP260.1，SP300.1，












































































































































































































































Fig.6.1.3 既設トンネルの変位量  
 









































































Fig.6.1.4 変位量の対比  
 
EDZ を掘削する拡幅トンネルの挙動は，第 4 章 4.1.1 項，4.1 .2 項，4.1 .3 項で述
べた既設トンネルの破壊や変形状況や第 5 章 5.1 節で示した施工時の大規模崩落
から大きな変位を伴うものと予想した．しかし，実際の変位量は，Fig.6.1.4 に示
すように既設トンネルと鉛直，水平変位ともトンネルの延長，すなわち，トンネ
ル断面の位置に対して同様の傾向を示すが，5mm から 10mm 程度と既設変位量に
対して極端に小さな値となっている．両者の比率は，拡幅トンネルの変位量が既
設トンネルの変位量の 1/20 程度で推移している．  
この結果から，各々のトンネルにおける変位の分布群に対する評価を試みた．
分布群に対する評価は，各々トンネルにおける各断面位置の鉛直変位と水平変位






























Fig.6.1.5 既設トンネルと対象トンネル拡幅時の変位分布  
 






対象トンネルと同様の 60m 程度を呈する．  
近傍トンネルは，1970 年に竣工した旧トンネルの著しい変状，損傷を回避する
目的で新規に建設されるものである．建設工法は，拡幅対象トンネルと同様の
NATM で，内空断面は拡幅対象トンネルの幅 8.4m，縦横比 0.74 に対して，幅 12.5m，





Fig.6.2.1 近傍新設トンネルと対象トンネルの位置関係 6 9 )  
 
近傍トンネルでは，その施工において激しい地圧が作用して増大する変位の抑
制に困難を有する．金谷 6 9 )らは，これらに対して施した対策工，および管理基準
について検討を行い，その結果について報告している．当該報告では，施工時に
行われた計測 A（天端沈下，内空変位）の収束値が発表されている．したがって，








































































Fig.6.2.2(b) 近傍新設トンネルと対象トンネル拡幅時の変位分布 (Fig.6.1.5 と同スケ


















1)  拡幅掘削時に既設トンネルの EDZ の影響を被るため．  
2)  既設トンネルの変位量が地山の限界ひずみを上回る極めて大きな値を示して
いたため．  
3)  FEM(Finite Element Method)による拡幅掘削を再現した順解析 7 0 )で，拡幅掘削
後（支保建込み後）のひずみ分布に当該地山の限界ひずみである ε f=2％の領域
が認められたため．  
4)  事前調査で得られた地山の物性等から判断される地山等級が E 等級と判定さ
れ劣悪な地山であると評価されたため．  






上記 2)の要素は，第 4 章 4.1 節で述べたように既設覆工が破壊状態に至る過度













ト「 2Dσ（ソフトブレーン株式会社製）」である．  
条件の概要等を Table6.3.1 に示す．  
Table.6.3.1 検討条件概要  
項 目 概 要 
既設再現
（逆解析）
地 山  有限要素法（二次元線形弾性）
地 山  有限要素法（二次元非線形弾性）
解 析 手 法
拡 幅 時
（順解析） 支保工  有限要素法（二次元線形弾性）
側 方 領 域 空洞壁面から 5D（ D：掘削幅）
解 析 領 域
下 方 領 域 空洞壁面から 3D（ D：掘削幅）
側 面 水平固定  
境 界 条 件
底 面 水平・鉛直固定  
地 盤 平面ひずみ要素  
吹付けコンクリート トラス要素  要素モデル
鋼 製 支 保 工 ビーム要素  
既 設 再 現 100% 
掘削解放率
拡 幅 掘削： 40%，支保建込： 60% 
吹 付 け t=25c m 
鋼 製 支 保 H-200， H-150(SS400)  支保工諸元










そこで，解析領域としては Fig6.3.1 に示すように水平方向に 4～ 5D 程度，鉛直方
向は 2～ 3D 程度取るのが一般的である．解析領域は，掘削幅 D=10m の拡幅断面















Table6.3.2 限界ひずみの評価  
限界ひずみ  
ε f (%) 
評価  
1 .0 以下  地山～インタクト  
1 .0～ 2.0  塑性化（破壊）， EDZ が想定される  
2 .0 以上  塑性化（破壊）， EDZ が形成されている  
 





検討に用いた地盤物性値を Table6.3.3 に，支保工物性値を Table6.3.4，Tble6.3.5
にそれぞれ示す． 
 







地山  22  100 0.35  
Ms 
最終  22   22  0 .35  
最終のポアソン比 ν は，側圧係数として評価時には K=1 .0 である．  
 
Table6.3.4 支保（合成梁：吹付け＋鋼製支保）の物性値  





















弾 性 係 数 は ， 初 期 材 齢 な ど を 考 慮 し た 値 を 用 い る こ と と し ， 弾 性 係 数 を
E=4,000MPa とする． Table6.3.5 に吹付けコンクリートの諸元を示す．  
 
Table6.3.5 吹付けコンクリートの諸元  
仕様  






















H-200 2 .1×10 5 0 .3  6 .353×10 - 3  4 .782×10 - 5  




応 力 とひ ずみ の 関 係 は ， σ＝ P/A＝ εE で あ る ．コ ン ク リ ー ト への 載荷 荷 重 は
Pc=εc・Ec・Ac，H 鋼の載荷荷重は Ps=εs・Es・As である．このとき，コンクリー
トと H 鋼のひずみは合成梁のひずみと等しく ε=εc=ε s  と考える．  
合成梁への載荷荷重は， P = Pc + Ps である．これらより，合成梁の剛性 E は，









PE  ・・・ (6.3.1) 
 
同様に曲げモーメントと曲率 ρ（曲げモーメント発生時の曲率半径）の関係は，
M  =  EI  /ρ である．コンクリートの曲げモーメントは Mc  =  Ec・ Ic  /ρc，H 鋼の曲げ





合成梁の曲げモーメントは M  =  Mc  +  Ms である．これらより，合成梁の断面二











MI )11(  ・・・ (6.3.2) 
 
ここに，E は合成梁の E である．ただし，コンクリート部材に関しては施工に際




EsIsI  ・・・ (6.3.3) 
 
 以上に基づき行った解析結果として，既設トンネルの変位量を Fig.6.3.2 に，ひ

























Fig.6.3.3 既設トンネルのひずみ分布  
 
既設トンネルの逆解析結果は，地山の弾性係数を E=1,000MPa を E=220MPa に
低減させ，側圧係数を K=1.0 として解析断面の変形傾向との整合をみた．この場




る領域，ε f= 2%を超過する EDZ が形成される領域が分布する．しかし，拡幅断面
と対比すると当該領域は掘削により除去される結果となる．したがって，調査段
階では新設時と同様に地山等級に応じた標準支保パターンの摘要を提案した．  
 既設トンネル周囲に逆解析で得られた EDZ，すなわち ε f=<1%の領域を設定し，
当該部の弾性係数を E=220MPa，側圧係数を K=1.0 として拡幅時の順解析を行な
った．拡幅時のひずみ分布を Fig.6.3.4(a)～ (d)にそれぞれ示す． 
 
 
(a) 上半掘削         (b) 上半掘削＋吹付けコンクリート  
 
(c) 下半掘削         (d) 下半掘削＋吹付けコンクリート  
F ig.6.3.4 拡幅時のひずみ分布  
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 拡幅時の解析結果は，地山等級 E に適応する標準支保パターンを設定して，各
ステップにおいて拡幅断面の周囲に地山の破壊ひずみを超過する領域形成が示唆
されている．当該領域でのひずみは， ε>= 2%であるため，これを支保工の変位量
に換算すると，4.1.3 式の変形した 6.3.4 式，6.3.5 式より水平変位で δH>=198mm，
鉛直変位 δV>=99mm となる．  
 
aH 2  ・・・ (6.3.4)  
av  ・・・ (6.3.5) 
 
ここで，ε はひずみ： ε=2%，δ はトンネル半径方向の変位量，a はトンネル半径：
a=4,950mm である．  







6.3.2 岩盤挙動の傾向分析  
 トンネルを拡幅する場合，拡幅範囲が既設トンネルの周囲に形成された EDZ 内
であれば，拡幅掘削時に発生する変位量は，微小な値である．この現象は，事前
調査で得られる情報より予測した結果と対比しても明確である．  



























Table6.4.1 地中変位計測より得られるデータと挙動の関係  
変位方向  ひずみ  領域  
内空側  伸び (+)  引張  
地山側  縮み ( - )  圧縮  
 
 トンネルは，掘削後の応力の再配分により周囲に圧縮領域が形成され，形状を




 対象トンネルでは，施工時において SP307 の断面位置（Fig.6.4.1）に計測 B を























Table6.4.1 計測項目と仕様  
計測断面位置  計測項目  仕様  
地中変位計  
12m，6 測点，測定範囲：±50mm
（深度： 1,2 ,4 ,6 ,9 ,12 m）  
4m， 4 測点（深度： 1,2 ,3 ,4 m）
ロックボルト軸力計  
6m， 6 測点（ 1 ,2 ,3 ,4 ,5 ,6m）  
鋼製支保工応力計  3 断面力（軸，曲げ，せん断）
SP307 
（ E パターン）  
吹付けコンクリート応力計 測定範囲 20N/mm2 
 
 
Fig.6.4.2 計器配置断面図  
 
計測器は，掘削直後の 2008 年 6 月 25 日に設置し 2008 年 8 月 28 日まで計測を









































































































































とが判明した．この結果を Fig.5.4.1 に示した Vp による EDZ の推測検証の内，計
測断面に近接する SP300 の断面に重ね合わせ考察を行う．Fig.6.4.5，Fig.6.4.6 に
計測結果に基づく圧縮領域の分布を，Fig.6.4.7 に Fig.5.4.1 の成果に整合させた
結果を示す．  
 
Fig.6.4.5 圧縮領域の分布状況（地中変位）  
 
Fig.6.4.6 圧縮領域の分布状況（ロックボルト）  
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 Fig.6.4.7 実切羽に投影した圧縮領域と Vp より推定した EDZ との関係  
 
図に示すように対象トンネルにおける圧縮領域の分布は，拡幅後のトンネル断
面背後に形成される Compress ion zone-A とトンネル周囲の地中部に形成される
Compress ion zone-B に大別される．掘削断面背後に形成された厚さ 1m から 2m の
Compress ion zone-A は，領域の位置，範囲から考えて拡幅施工時に設置された先
受け工の影響によるものと判断する．Compress ion zone-B は，Vp より推定した EDZ
の周囲の Intac t zone に存在しているため，既設トンネルの圧縮領域と考えられる． 
検討対象となった SP300 の断面は，既設トンネルの EDZ が拡幅断面にほぼ内包
され，斜め上方から延長上方にかけて拡幅後も残存する分布形状である．これに
より，EDZ は，拡幅掘削時には残存部以外除去されることとなる．また，左右側
壁部については， In tac t zone の掘削となる．  
拡幅掘削後の変位挙動は，微量ながらも水平方向の変位が卓越する傾向となっ
ている．このような計測結果は，当該部が In tac t zone の掘削であることと整合す
る．   
Compress ion 
zone-B 
Compress ion  
zone-B 
Compress ion  
zone-B 










② 拡幅掘削後に計測された変位は，側方に存在する In tac t zone の掘削により






6.5 拡幅施工時に得られた計測データに基づく支保に関する提案  
 









②  類似条件での設計事例の適用  
地山条件，断面形状等の設計条件が類似している場合に，既往の設計事
例を参考にして支保工を設定する．  








 対象トンネルの拡幅計画においても，上記に従い第 3 章 3.3 で述べたように地
山等級に応じた標準支保を採用し，参考解析として本章 6.3 で示した FEM 解析を
行ない，インバートストラットの設置による支保構造の高剛性化を提案した．  








Fig.6.5.1(a)～ (c)に応力計測の結果を示す．  
 Fig.6.5.1(a)より吹付けコンクリートの応力度は， Table6.5.1 に示すとおりで，
最大応力度は，測線 C における σ c=3.43N/mm2 でる．  
 












 ・・・ (6.5.1) 
 
ここに， A：鋼製支保工の断面積， Z：鋼製支保工の断面係数である． Table6.5.2
に鋼製支保工の応力度を示す．なお，表中に示す応力度においてマイナスの符号
は引張を示す．  
Table6.5.2 鋼製支保工の応力度  
 
 
 最 大 応 力 度 は ， 測 線 F に お け る σ s c=110.89N/mm2 ， σ s t=8.22N/mm2 で あ る ．










Table.6.5.1 支保構造の詳細と構造照査結果 7 7 ) , 7 8 )  
吹付けコンクリート  t=0 .25 m， σ c k =18N/mm 2  
鋼製支保工  
上半： H-200×200×8×12， @=0.90m， SS400 
下半： H-150×150×7×10， @=0.90m， SS400 
吹付けコンクリート Ⅰ：   9N/mm 2，Ⅱ：  14N/mm 2，Ⅲ：  18N/mm2 管 理  
レベル  鋼製支保工  Ⅰ： 105N/mm 2，Ⅱ： 158N/mm 2，Ⅲ： 210N/mm2 
吹付けコンクリート σ c=3.43N/mm2（上半左肩部）：管理値Ⅰ以下  
計測値  
鋼製支保工  
σ s c =110 .89N/mm 2（曲げ圧縮）：管理値Ⅱ以下  
σ s t =  8 .22N/mm 2（曲げ引張）：管理値Ⅰ以下  
 
 ここに，表中の σ c：吹付けコンクリート圧縮応力度，σ s c：鋼製支保工の圧縮応




・ 管理レベルⅠ：通常体制の上限  
・ 管理レベルⅡ：注意体制の上限  






































































































7 9 ) , 8 0 ) , 8 1 )で算定を試みる．  
 吹付けコンクリートを内圧と外圧が作用する厚肉弾性円筒と仮定する．仮定し
た厚肉円筒に，内径 a，外径 b，弾性係数 E，ポアソン比 ν とし，肉厚円筒に内圧
Pi，外圧 Po が作用するものとする．圧肉円筒の中心を原点とする極座標系を与え，
半径方向の座標を r，周方向の座標を θ，半径方向の変位を δ とする．  











Fig.6.5.2 厚肉円筒モデル         Fig.6.5.3 微小要素  
 
微小要素の釣り合いより， 6.5.2 式を得る． 
 
drrdrdr rrr2
sin2  ・・・ (6.5.2) 
 










r   r
u
 ・・・ (6.5.4) 
 
Hook の法則より応力とひずみの関係式は，  
 


















udr  ・・・ (6.5.7) 
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Piirr )(  Poorr )(  ・・・ (6.5.11) 
 
 
















C  ・・・ (6.5.11) 
・・・ (6.5.6)  























 ・・・ (6.5.13)  
 
Po を覆工コンクリートに作用する外圧 (N/mm2 )，Pi を吹付けコンクリートに作用
する内圧 (N/mm2 )， σθ を吹付けコンクリートの周方向発生応力度 (N/mm2 )， a を吹
付けコンクリートの内径 (mm)，b を吹付けコンクリートの外径 (mm)でそれぞれ表
される． r をトンネルの構造半径 (mm)，すなわち吹付けコンクリートの中心位置
での半径とする．対象トンネルでは内圧が作用しないため Pi=0N/mm2 となり，吹
付けコンクリートの周方向応力度が σθ が計測より既知であるため， 6.5.13 式を








abrP  ・・・ (6.5.14) 
 
 Table6.5.1 に 示 す 計 測 結 果 よ り ， σθ=3.43N/mm2 ， ト ン ネ ル 内 空 諸 元 よ り
a=4,900mm，吹付けコンクリート厚 t=250mm より b=5,150mm，r=5,025mm を得る．
これらを 6.5.14 式に代入し，当該時の作用荷重強度は Po=167kN/m2 となる．これ
は，土かぶり圧換算値で約 8m 相当で， 6.5.15 式に示す地山強度比で評価すると
9.5 となり切羽，天端の自立を十分に見込める程度の状態である．地山強度比 8 2 )
は，軟岩地山におけるトンネル掘削時の押出し性の判定指標として提案されたも









ここに， qu：地山の一軸圧縮強度 (kN/m2 )， γ：地山の単位堆積重量 (kN/m3 )，土か
ぶり (m)である．なお，上記算定で用いた qu は，計測断面近傍の SP300 における
調査結果の最低値 qu=1.6MPa で，単位堆積重量は調査結果より γ=21kN/m3 とした． 
算出された作用荷重強度 Po=167kN/m2 を用いて b をパラメータとし，6.5.13 式









0 50 100 150 200 250 300













Fig.6.5.4 厚肉円筒理論による吹付け厚の算定  
 
 吹付けコンクリートの厚さ t=100mm で管理レベルⅠ σ a=9N/mm2 に相当する応力
度 σ=8.35N/mm2 を得る．したがって，この厚さは，Fig.3.3.1(a)に示す地山等級別







結果を Table6.5.4 に示す．  
t=100mm 
σ=8.35N/mm2  
Leve lⅢ  
Leve lⅡ  
Leve lⅠ  
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Table6.5.4 鋼製支保工の部材寸法別にみた応力度  
 
 





















ル EDZ 内であるならば，事前調査に基づき評価した地山等級を 1 段階上位の評価
とし，支保構造の低減を図ることを提案する．  
Table6.5.5 は，内空幅 9.50m を有する標準的な道路トンネルの支保工 DⅡパタ
ーンと DⅠパターンの延長 1m 当りの概算施工費（直接工事費）を示したもので
ある．支保パターンの等級が 1 段階変化することで，延長 1m 当り直接工事費ベ











掘 削 231 ,000   270 ,000 
吹付けコンクリート  266 ,000   218 ,000 
ロ ッ ク ボ ル ト 374 ,000   196 ,000 
鋼 製 支 保 118 ,000   103 ,000 
金 網 43 ,000   34 ,000 
合 計 1 ,032 ,000   821 ,000 
差 額 －  △ 211 ,000 
諸 経 費 －    126 ,000 











られた， Vp による EDZ の推定，拡幅掘削時の変位抑制効果は，トンネル拡幅時
支保構造を新設時の諸元に対して 1 段階低減させることを可能とし，建設費の圧




6.6 まとめ  
 






















④  SP307 で行った地中変位計測とロックボルトの軸力計測の結果から，周囲に複
数の圧縮領域（グラウンドアーチ）が形成され，拡幅後のトンネルに有効なア
ーチアクションが作用していることが判明した．  






設計より 1 段階低規格側の支保構造が相当となった．  
⑦  ⑥の知見より，新第三紀堆積軟岩に建設されたトンネルを拡幅する場合，拡幅
範囲が Vp より推定した既設トンネル EDZ 内であるならば，事前調査に基づき
評価した地山等級を 1 段階上位の評価とし，支保構造の低減を図ることで最適
化が可能である．また，試算の結果，この知見により，トンネル延長 1m 当り
約 33 万円の工事費節減効果を生む．  




































7.1 設計法の提案  
 
 本論文の第 4 章，第 5 章，第 6 章から，以下に示す知見を得た．  
 









④  上記②，③の知見より，トンネル 1m あたりの建設費で約 33 万円のコスト縮
減効果を期待できる．  
 
 拡幅トンネルの設計法では，地山特性 Vp から既設トンネルの EDZ を推定し拡
幅断面との関係を判断材料とするため，通常のトンネル地質調査に加え，トンネ
ル内空側からの調査が可能である．この形状的特徴を活かして，精度，密度の高
い調査を行い，既設覆工周囲の地山特性 Vp，σ，E 0 を把握することが重要となる．  
EDZ と拡幅断面の関係において，拡幅断面が EDZ に内包する場合は，支保構
造を地質調査より決定した地山等級に対して一段階低規格側のパターンを選定す














































平成 15 年 2 月の土壌汚染対策法の施行により，トンネル工事で発生する掘削
ずり等の建設発生土については，同年 9 月に刊行されたマニュアル 8 3 )に準拠した




加剤が実用化の段階に至っており，平成 19 年度に行った既往調査 8 4 ) - 8 6 )では 49
製品が流通し，数多くの実績を上げている．  
トンネル工事で問題となる土壌汚染の分類は，第 1 種特定有害物質（揮発性有
機化合物），第 2 種特定有害物質（重金属等），第 3 種特定有害物質（農薬等）の
内，自然由来に基づく第 2 種特定有害物質（重金属等）である．重金属とは，比
重 4 以上の重い金属のことを指し，約 60 種類存在する．その内，同法では Cd，
Cr6 +，CN -，Hg， Se， Pb，As， F，B の 9 種類を有害物質として指定している．既





































1)  処理前試料からの重金属溶出量を明らかにすること．  










手順 1：採取試料の重金属溶出試験前処理  
手順 2：採取試料の重金属溶出試験  
手順 3：不溶化処理  
手順 4：処理後試料の重金属溶出試験  
手順 5：処理前と処理後の比較  
 
7.3.1 重金属溶出試験  






吸光分光分析装置は，Cr6+，Cu， Zn， Pb などの重金属を ppm レベルの精度で測
定できるが，土壌汚染対策法で規制されている As， Se，Hg の測定精度が低いと































Fig.7.3.1 誘導プラズマ ( ICP)発光分光分析装置基本概念図  
 
Photo7.3.1 本研究で用いた ICP 発光分析装置 (SII  SPS7800) 










2)  実験試料  
実験試料は，本研究対象のトンネル建設現場で採取した建設発生土である，砂
岩泥岩互層（岩石名を省略して Alt と表示する）を対象とした．資料を Photo7.3.2
に示す．採取試料に対して，重金属溶出試験は J IS  K 0102 の方法で行い，管理基




Photo7.3.2 試料岩石の写真  
 
7.3.2 採取試料料の重金属溶出試験前処理  
以下に示す手順で重金属溶出試験前処理を行った．  
1)手順 1：乾燥  
採取した試料岩石を 110℃で約 24 時間乾燥させた．その後，試料岩石を取り
出す．これは試料岩石の湿り気による粒子同士の凝集を防ぎ，粉砕しやすくす






2)手順 2：粉砕  
粉砕には粉砕機 (Single Toggle Jaw Crusher)を用いた．試料に他の粒子等が混
入するのを防ぐために，まず粉砕機の清掃を行った．その後，試料岩石を粉砕
機に投入できる程度の大きさになるまでハンマーを用いて砕き，粉砕を行った． 
3)手順 3：分級  
乾式ふるい分け法を用いて分級を行った．今回は，2,000μm(2mm)のふるいを
用いて，試料を砂の定義である 2mm 以下になるまで分級した．分級後の試料重
量は約 6kg であった．その後，試料は保存用ポリ袋に入れて密封し保存した．  
4)手順 4：試料液作成  
重金属溶出試験を行うための試料溶液を作成した．電子天秤で試料を 50g 秤
量し，溶媒（ pH5.8～ 6.3 に調整した蒸留水）を調整したのち， 500ml（重量比
10%に調整）加え，溶液を作成し，振とうフラスコに入れた．  
5)手順 5：振とう  
手順 4 で作成した試料溶液を振とうフラスコに入れ，振とう機 (EYELA mult i  
shaker nms)を用いて 6 時間連続振とう（ 200 回 /分，振幅 4~5cm）した．  





7.3.3 採取試料の重金属溶出試験  
ICP 発光分析装置（ SII SPS7800）を用いて前処理後試料溶液の重金属溶出量を
測定した．実験では既往試料 8 4 )より，Cd，Cr6 +，Hg，Se，Pb，As，B の溶出量を
測定した．また，今回は検量線法を用いて定量を行ったので以下の手順で検量線
を作成し，測定を行った．Cd，Cr6 +，Hg，Se，Pb，As に関しては 0.00mg/l，0.02mg/l，
0.10mg/l の 3 点で， B に関しては土壌溶出基準 8 3 )に定める基準値の違いより
0.00mg/l， 1.00mg/l， 5.00mg/l の 3 点で検量線を作成した．  
標準液の調達は，関東化学株式会社より Table7.3.1 に示す標準液を購入した．




Table7.3.1 購入した標準液の一覧  
種別  規格  量  
Cd 100 .4 mg/ l (20℃ )  100 ml  
Cr 6 + 100 .1 mg/ l (20℃ )  100 ml  
Hg 998 mg/ l (20℃ )  100 ml  
Se  1 ,009 mg/ l (20℃ )  100 ml  
Pb 100 .0 mg/ l (20℃ )  100 ml  
As  100 .6 mg/ l (20℃ )  100 ml  
B 1 ,007 mg/ l (20℃ )  100 ml  
 
標準溶液の調整は，以下のような調整を行い，検量線作成のための標準溶液を
作成した．Table7.3.2 に標準溶液調整表を示す．  
1)As， Pb，Cd，Cr 
① 100 倍希釈： 100mg/l の標準溶液 1ml を全量フラスコ 100ml に入れて 100 倍
希釈．  
② ①を 10 倍希釈：① 1mg/l の標準溶液 10ml を全量フラスコ 100ml に入れて 10
倍希釈．  
③ ①を 50 倍希釈：① 1mg/l の標準溶液 2ml を全量フラスコ 100ml に入れて 50
倍希釈  
2)Se，Hg 
④  ①を 100 倍希釈：① 10mg/l の標準溶液 1ml を全量フラスコ 100ml に入れて
100 倍希釈．  
  ⑤  ④を 50 倍希釈：① 1mg/l の標準溶液 2ml を全量フラスコ 100ml に入れて，50
倍希釈．  
3)B 
⑥  20 倍希釈： 1000mg/l の標準溶液 1ml を全量フラスコ 100ml に入れて 100 倍
希釈．  
⑦  ⑥を 2 倍希釈：⑤ 10mg/l の標準溶液 50ml を全量フラスコ 100ml に入れて 2
倍希釈．  
⑧  ⑦を 10 倍希釈：⑤ 10mg/l の標準溶液 10ml を全量フラスコ 100ml に入れて
10 倍希釈．  
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Table7.2.2 標準溶液調整表  
元素名  As  Pb  Cd Cr  Se B Hg 
標準液濃度  
(mg/ l )  
100 100 100 100 1000 1000 1000 
①標準液の 100 倍希釈
(mg/ l )  
1 .00  1 .00  1 .00  1 .00  10 .0  ⑥ 10.0 10.0  
②①を 10 倍希釈
(mg/ l )  
0 .10  0 .10  0 .10  0 .10  ④ 0 .10 ⑦ 5 .00 ④ 0 .10
③①を 50 倍希釈
(mg/ l )  
0 .02  0 .02  0 .02  0 .02  ⑤ 0 .02 ⑧ 1 .00 ⑤ 0 .02
 





に示すとおりで，目標とする設計基準強度は σ c k=18N/mm2 である．  
 
 
Photo7.3.3 リバウンド材の採取状況  
第 7 章　トンネル拡幅の設計に関する提案
- 208 -
Table7.3.3 リバウンド材の設計基準強度と配合  
γ (kg/m3)  
S 
σ c k  
(N/mm2 )  
G m a x 
(mm)  
W /C  
(%) 
s /a  
(%) W C 
S  FA 
G 














体積 V (mm3 )，重量 m 0 (g)が既知の容器を用意し，そこに試料を入れて容器と
試料の重量 M (g)を測定する．その後，次の 7.3.1 式より試料の単位体積重量
m (g /mm3 )を算出した．  
 
V
mMm )( 0  ・・・ (7.3.1)  
 
この方法を 3 回繰り返し行い，計測値の平均値を算出し，試料の単位体積重
量 m (g/mm3 )とした．  
2)含水率測定  









試料と容器の重量を m a (g)，乾燥後の試料と容器の重量を m b (g)，容器の重量を














乾燥単位体積重量 m d (g /mm3 )は，単位体積重量 m (g/mm3 )と含水率 W(%)から
7.3.3 式で算出される．  
 
)1( W
mmd  ・・・ (7.3.3)  
 
4)乾燥単位体積重量に対するリバウンド材の添加量算出  
乾燥単位体積重量 m d (g/mm3 )に添加率をかけることで算出した．  
 
7.5 実験結果  
 
7.5.1 予備実験結果  
予備実験として行った Alt の処理前試料の重金属溶出試験結果を Table7.5.1 に
示す．表中の土壌溶出量基準は，土壌汚染対策法 8 3 )に定められた基準値である．
基準値を超過して溶出された重金属を網掛けで示した．今回の試料からは，Cd、，











Table7.5.1 処理前試料の重金属溶出試験結果  
 
 Table7.5.2 処理前試料の重金属溶出試験結果  
 Cｄ  Pb  Cr 6 + As  Se Hg B 
土壌溶出基準
(mg/ l )  <=0.01 <=0.01 <=0.05 <=0.01 <=0.01 <=0.0005 <=1 
溶出試験結果
(mg/ l )  0 .002 0 .025 0 .020 <0 .000 <0 .000 0 .012 0 .237
 Cｄ  Pb  Cr 6 + As  Se  B 
土壌溶出基準  
(mg/ l )  
<=0.01 <=0.01 <=0.05 <=0.01 <=0.01 <=1 
Sample①  
(mg/ l )  
0 .002 0 .025 0 .020 <0 .000 <0 .000 0 .237 
Sample②  
(mg/ l )  
0 .007 0 .014 <0 .000 0 .036 0 .006 0 .271 
Sample③  
(mg/ l )  
0 .002 0 .015 <0 .000 0 .017 0 .049 0 .249 
Sample④  
(mg/ l )  
0 .005 0 .023 0 .017 <0 .000 0 .020 0 .279 
Sample⑤  
(mg/ l )  
0 .006 0 .027 0 .019 <0 .000 0 .007 0 .322 
Average(②～⑤ )
(mg/ l )  
0 .005 0 .020 0 .009 0 .013 0 .036 0 .219 
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実験では Cd，Cr6 +，Hg，Se，Pb，As，B の溶出量を測定したが，使用した装置







みると，この測定を行った試料で Se， Pb，As が土壌溶出基準を超えて溶出され
るという結果となった．  
さらに，実験方法の正当性を確認するため，同一試料，同一方法による実験を
専門の第三者機関に依頼し，Table7.5.3 に示す結果を得た．  
 




である．一方，Table7.5.3 の第三者機関 ( ICP-AES)と示されたデータは，本研究で
用いたものと同じ試料の分析を第三者機関に依頼し，前処理を行っていただいた
 Cｄ  Pb  Cr 6 + As  Se  B 
土壌溶出基準
(mg/ l )  
<=0.01 <=0.01 <=0.05 <=0.01 <=0.01 <=1 
Average 
(mg/ l )  
0 .005 0 .020 0 .009 0 .013 0 .036 0 .219 
第三者機関
( ICP-AES) 
(mg/ l )  
0 .005 0 .034 0 .016 0 .016 0 .042 0 .295 
第三者機関
( ICP-MS) 
(mg/ l )  




た，第三者機関 ( ICP-MS)と示されたデータは，同一試料を第三者機関の ICP 質量
分析装置 ( ICP-MS)により分析していただいた結果である．  
平均のデータと第三者機関 ( ICP-AES)のデータを比較してみると，実験機器の性
能差による数値の開きが認められる．これは， ICP-AES が ppb レベルの測定に用
いられる装置であるのに対し，ICP-MS は ppt レベルの測定精度を持っているため，




備実験から Hg については測定精度の低さから，B については基準値を大きく下
回る溶出量となるため，それぞれ実験対象として除外し， Pb，Cr6 +，As，Cd， Se
の 5 元素を実験の対象元素とした．  
 








リバウンド材の添加率は，リバウンドの発生量が既往研究 4 1 ) , 8 8 )よりトンネル工
事の場合，吹付け量の概ね 20～ 30%であることが明らかにされている．道路トン
ネル場合，掘削 1 サイクル当たりで使用する吹付けコンクリート量は， 7m3 程度












の 30 倍溶出されるという結果となった．  
 





















































Fig.7.5.1 添加率別にみた溶出傾向  
 
 Pb  Cr 6 + As  Se 
土壌溶出基準 ( mg/ l )  <=0.01 <=0.01 <=0.05 <=0.01 
処理前試料 (mg/ l )  0 .020 0 .009 0 .013 0 .036 
添加率：  2%(mg/ l )  <0 .000 0 .020 0 .002 0 .113 
添加率：  5%(mg/ l )  0 .006 0 .026 0 .017 0 .167 
添加率： 10%(mg/ l )  <0 .000 0 .035 <0 .000 0 .300 
土壌溶出基準：Pb,Cr 6 + ,Se  <=0 .01pp m





















溶出量を制御させる効果があることを確認した．一方，Cr6 +， Se については，溶
出量の増加が見られた逆効果であることが確認された．  










































7.6 実験結果の考察  
 
7.6.1 As、Pb の溶出量が減少した原因 9 1 )  
Table7.5.4， Fig7.5.1 で示したように， As， Pb の溶出量が減少した原因は，
Fig.7.4.2 の示すようにリバウンド材に含まれるセメントのアルカリ成分である
と考えられる．本研究で用いたリバウンド材は，最も一般的である普通ポルトラ
ンドセメントからなっているが，その構成成分は SiO 2，Al2O3，Fe2O 3，CaO，MgO，
SO 3，Na 2O， K2O などである．そのうち，アルカリ成分は， Na2 O， K2 O を示す．
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Na2O， K2 O はセメント焼成原料のひとつ，粘土中に含まれる正長石 (KAlSi3O 8 )や
ソーダ長石 (NaAlSi3O 8 )などに由来するものと考えられる．この 2 成分が水と反応
することにより， 7.6.1 式， 7.6.2 式のような化学反応を起こす．  
 
Na2O+H 2O Na(OH)2  ・・・ (7.6.1)  
 
K2 O+H 2O K(OH)2 ・・・ (7.6.2) 
 
7.6.1 式，7.6.2 式の Na(OH)2，K(OH)2 は，強アルカリ性であるため，セメント
は，水和反応が進行するとアルカリ性となる．このアルカリ性により，酸性で溶
出しやすい形となる重金属である As、 Pb は，溶出しにくい形となり不溶化され
溶出量が減少したと考えられる．  
本実験では，予備実験の試料に対する含水比調整で，試料の含水比を誤って約





















Fig.7.6.1 試料の含水比 4%におけるリバウンド材添加後の溶出量  
 
当該実験の結果から，リバウンド材の添加量に比例して重金属が溶出する傾向













の Cr6 +が含まれているためである．自然界の土中には Cr3 +が含まれている．Cr3 +
は，毒性がなく非常に安定したも物質なので Cr3 +が Cr6 +になるためには大きなエ
ネルギーが必要となる．セメントは，その原料に石灰石や粘土，砂等を使用する．
それらの原料中には Cr3 +が含まれており，製造過程において高熱で焼かれるため，
原料中の Cr3 +が酸化されて Cr6 +となり，セメント中に含有される．水和反応が十
分に進行すれば， Cr6 +もセメント水和物中に固定されて溶出しないが，土によっ
ては水和反応を抑制してしまうものがある．それにより，セメント中に含まれて
いる Cr6 +も，試料中の Cr6 +も溶出してしまったためと考えられる．よって、大量
のリバウンド材添加は， Cr6 +に関して消極的な要素と考えられる．添加量の調整
による Cr6 +と Pb，As の相関が重要となる．  
 
7.6.3 Se の溶出量が増加した原因 9 2 )  




されてしまったためである．このことは，Fig.7.5.2 に示す添加率と ph の関係か
らも考察することができる．  






7.6.4 養生日数  

































る． Se は，土壌溶出基準値をはるかに超過し，最大 30 倍の超過が認められた．  
以上のことから，リバウンド材の不溶化効果は，As，Pb に対しては有効である
が，Cr6 +に対しては As，Pb との複合汚染を前提として添加量の調整で対応が可能




















































 本研究の結果，得られた主な結論を以下に示す．  
 



































2) 掘削損傷領域：EDZ(Excavat ion Damaged Zone)の推定  
約 70 年前に建設され，損傷が激しく周囲の地山が塑性化に至っているトンネル
を研究対象とし，既設トンネル周囲に形成された EDZ を弾性波速度 Vp の分布状
態より形成範囲を推定した．ここで得られた知見を以下に示す．  
 




ル掘削に起因し，低速度を示す領域では E 0 や σ c の物性値も低下傾向にある． 
②  トンネル掘削を行った場合，周辺の地山にはゆるみ，破壊，塑性などと表現さ
れる状態変化を掘削損傷領域，すなわち， EDZ(Excavation  Damaged Zone)と定
義した．既往研究など 5 7 - 6 0 )より EDZ が形成される現象の起源を岩盤内のクラ
ックに依存していると考え，既設トンネル周囲の弾性波速度 Vp の分布より
EDZ の領域推定を試みた．  
③  Vp と一軸圧縮強度 σ c，弾性係数 E 0 を相関させ，各々について 2 つの分布群が
存在しているが判明した．両分布群の閾は， Vp=1.5km/s となり，当該速度を
境とする物性値の差が顕著で，Vp<=1.5km/s を EDZ，Vp>1.5km/s を In tac t zone




3) Vp による既設トンネル周囲に形成されたえ EDZ の推定と検証  
Vp に よ り 既 設 ト ン ネ ル 周 囲 に 形 成 さ れ た え EDZ を 推 定 し ， 推 定 結 果 を









②  Vp より推定した EDZ とボーリングコアより算定した RQD (5)の分布結果の相
関性は，低土かぶりとなる両坑口部では認められないが，一定の土かぶりを有
するトンネル本体部で相関性を確認した．  
③  Vp による EDZ の推定結果をボーリングコアの RQD(5)，掘削直後の切羽の様
相を対比させ，以下に示す結果を得た．  
1)  Vp による EDZ の推定は，坑口部では掘削直後の切羽の所見に対して不整     
合となる．その範囲は，本検証の結果では土かぶり d とトンネル掘削径 B
の比率が 3.6 以下の区間である．  
2)  Vp による EDZ の推定は，断層，破砕帯の通過位置では掘削直後の切羽の
所見に対して不整合となる．  
3)  Vp による EDZ の推定は，上記①，②以外の区間で掘削直後の切羽の所見
と整合する．  
① Vp を用いた EDZ の推定法は，断層，破砕帯を有さないトンネル本体部におい
て，有効な手段である．  






























設計より 1 段階低規格側の支保構造が相当となった．  
⑦  ⑥の知見より，新第三紀堆積軟岩に建設されたトンネルを拡幅する場合，拡幅
範囲が Vp より推定した既設トンネル EDZ 内であるならば，事前調査に基づき
評価した地山等級を 1 段階上位の評価とし，支保構造の低減を図ることで最適















① リバウンド材を不溶化処理の薬剤代替品として用いて処理した結果， As， Pb
の溶出量を制御する効果があることを確認した．その一方で，Cr6 +，Se に関し
ては，リバウンド材の添加量増加に比例して溶出量も増加する． 
② As， Pb に対する溶出制御効果を維持し Cr6 +の基準値超過を抑制できる添加量
の調整が必要となる．なお，リバウンド材の不溶化処理の薬剤代替品としての
利用は， Se に対しては逆効果である． 
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